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１．ＤＣのメリットを活かした福利厚生制度（ＤＣライフデザイン制度）とは 

 月例給の一部を「ライフデザイン手当」とし、受取り方に複数のコース（全額ＤＣ、

ＤＣ○割・給与△割、…、全額給与）を設定 

 従業員の主なメリット‥‥税制優遇（掛金・運用益非課税、受取り時に諸控除）を受

けながら老後資金の準備が可能。特に 60 歳代前半の「つなぎ年金」に有効 

 企業の主なメリット‥‥コストを節減しつつ福利厚生制度（従業員の老後資金準備の

サポート）の充実が可能 

２．ＤＣライフデザイン制度の導入メリットのある企業とは 

 前払退職金制度を実施中の企業‥‥前払退職金を当制度に置き換え、従業員の老後資

金準備を企業としてサポート 

 中途入社の個人型ＤＣ加入者が多い企業‥‥個人型ＤＣの手数料負担からの解放で従

業員満足度を向上 

 退職給付債務の圧縮ニーズのある企業‥‥適格退職年金・厚生年金基金からＤＢ（確

定給付企業年金）に移行した企業等。労使交渉のハードルが比較的低い当制度をまず

導入 

 ＤＣのマッチング拠出に関心のあるＤＣ未採用企業‥‥限度額管理の煩雑さがない当

制度も選択肢に 

Ⅰ はじめに 

2001 年にわが国に確定拠出年金制度（ＤＣ）が導入されてから 10 年が経過した。退

職給付債務の圧縮、適格退職年金からの移行、長期勤続優遇型の退職金制度の見直しな

ど、各企業それぞれのニーズによりＤＣは採用され、加入者は 400 万人を超えた。 

適格退職年金制度は 10 年間の移行期間を経て今春廃止となった。「2012 年３月」と

いう期限が切られたために、適格退職年金を採用していた企業は何らかの対応を取らざ

るを得ず、結果、企業年金の見直しは本年３月にひとつの節目を迎えることとなった。 

適格退職年金の主要な受け皿としての役割が終わったＤＣは、いよいよセカンドステ

ージに入ったといえる。ここで注目したいのは、ＤＣが退職金制度そのものではなく、

福利厚生制度として利用されるケースがみられるようになったことである。 

要旨 
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退職給付債務の圧縮や雇用の流動化に対応するため、従来の退職金制度を廃止し、「前

払退職金」として毎月もしくは賞与時等に支給する方式に移行した企業は少なくない。

その中には、前払退職金を従業員の任意で企業型ＤＣの掛金に投入できる制度を採用し

ている企業もみられる。 

本稿で取り上げるのは、この制度と似た仕組みだが、ＤＣの掛金の財源が異なる。従

来の退職金を元にした前払退職金を財源とするのではなく、毎月の給与の一部を切り出

して前払退職金とし、それを財源とする。毎月受け取っている給与の一部を、従業員の

意思で退職後の生活資金の積立てにまわす仕組みを、企業が福利厚生制度として設ける

というものである。 

給与の一部を、“今”受け取るのか“将来”のために積み立てるのかを従業員自身の

考えで選んでもらうのだ。今のところこの制度に定まった名称はないが、従業員がＤＣ

を活用して自分自身のライフプランをデザインするという意味で、ここでは「ＤＣライ

フデザイン制度」と呼ぶことにする。 

Ⅱ ＤＣの特徴 

本稿の主題であるＤＣライフデザイン制度に入る前に、一般的な企業型ＤＣの特徴、

特にメリットとデメリットについて簡単に触れておきたい。それは、ＤＣライフデザイ

ン制度として用いるＤＣも企業型ＤＣであり、従業員側、企業側それぞれにとってのメ

リットとデメリットは、従来から退職金制度として用いられている企業型ＤＣと基本的

に共通だからである。 

１．従業員にとって 

従業員にとって最大のメリットは、税制面での優遇である。掛金と運用益は全額非課

税、さらに受取り時にも各種控除が適用される。 

ただし、掛金には上限が定められている（他に企業年金がない企業は月 51,000 円、

他に企業年金がある企業は月 25,500 円）。なお、後に触れるマッチング拠出を導入した

企業においても、企業が拠出する掛金と本人が拠出する掛金の合計がこの限度額以内に

収まらなければならない。 

一方、運用責任を従業員自身が負う点が、従業員にとってのデメリットといわれる。

運用成果が従業員の年金資産額の増減にストレートに反映される。運用成果はプラスに

もマイナスにも振れうるので、本来メリ・デメとしては中立なのだが、運用環境が厳し

い昨今、企業による保障がない点が際立ち、デメリットと理解される点は致し方ない。 

さらに、原則として 60 歳まで受給できないという留意点がある。アメリカの 401(k)

では、所定のペナルティを支払えば途中での受取りも可能であるが、わが国のＤＣ（日

本版 401(k)）は老後資金としての位置づけが厳格である。 
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以上挙げた、運用が自己責任である点と 60 歳まで受給できない点が、選択加入制の

ＤＣ制度では、従業員に加入を慎重にさせる主な要因となっている。 

２．企業にとって 

企業のメリットとしてはまず、運用リスクを負わない点が挙げられる。確定給付型の

年金では、運用成果が不調で積立不足が発生した場合には掛金の追加等が必要となるが、

ＤＣの場合は、掛金を拠出した時点で年金資産に対する企業としての責任は完了する。 

さらに、退職金制度のうちＤＣの部分については、退職給付債務が発生しない点も大

きなメリットである。 

一方、企業は毎月確実に掛金を払い込まねばならず、キャッシュの支出を先送りする

ことはできない。この点が、退職者が出るまで支出が発生しない退職一時金制度との比

較においてはデメリットといえよう。また、自己都合退職や懲戒解雇の場合の支給率を

抑えるといった金額調整ができない点、長期勤続を優遇するいわゆる「Ｓ字カーブ」の

退職金制度には馴染みにくい点なども留意点といえる。 

図表１ 企業型ＤＣの主なメリットとデメリット 

 メリット デメリット 

従
業
員 

☆ 掛金・運用益が非課税、受取り時も各種控除

☆ 高い運用成果が得られれば年金資産が増加 

☆ 年金資産を持って転職できる（ポータビリティ）

 従業員自身が運用責任を負う 

 原則 60 歳まで受給できない 

 加入10年未満の人は受給待ち期間あり

企
業 

☆ 運用リスクを負わない（積立不足の補填不要） 

☆ 退職給付債務が発生しない 

☆ 従業員に退職給付を実感させやすい 

 キャッシュが毎月確実に支出される 

 従業員の投資教育を行う責任あり 

 長期勤続優遇の退職金制度に不向き 

Ⅲ ＤＣのメリットを活かした福利厚生制度――ＤＣライフデザイン制度 

１．制度の仕組み 

ＤＣライフデザイン制度の仕組みは極めてシンプルである。 

月例給の一部を切り出して前払退職金とし、この制度用の支給項目とする（ここでは

「ライフデザイン手当」と呼ぶ）。そして、ライフデザイン手当の受取り方として複数

のコースを設ける。例えば、Ａコースは全額をＤＣ掛金、Ｂコースは７割をＤＣ掛金で

３割を給与、‥‥Ｘコースは全額を給与、といったコースを作り、その中から従業員に

選択してもらうのである。 

一旦選択したコースは、所定の時期、例えば年１回変更できるようにする。 

なお、ＤＣ制度上の制約から、コース選択の仕方には若干のルールを設ける必要があ
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る。１つは、ＤＣの加入者が任意に脱退することは認められないため、一旦ＤＣ掛金の

含まれるコースを選んだ場合、その後全額給与のコースに変更することはできない。も

う１つは、他社からの転職者などで個人型ＤＣの資産を持ち込む場合は、ＤＣの加入者

となって掛金を払い込んでいかなければならない。つまり、ＤＣ掛金の含まれるコース

を選ぶことが求められる。 

図表２ ＤＣライフデザイン制度の仕組み 

 

２．従業員にとってのメリット 

（１）税負担の軽減 

ＤＣの掛金に充当する金額には所得税・住民税がかからず、課税は実際に受け取る 60

歳以降まで繰り延べられる。給与所得が退職所得に振り替えられることで、課税時期が

繰り延べされ、さらに退職所得としての税制優遇が受けられるわけである。 

なお、確定拠出年金や確定給付企業年金などの年金資産にかかる税として、特別法人

税が法律に定められている。これは、課税繰り延べに対する利子に相当するものと解釈

されており、税率は年金資産に対し年 1.173％である。ただし、課税は長らく凍結され

ており、昨今のような低金利環境の下で実際に課税されることは当面考えにくい。 

（２）社会保険料の軽減 

ＤＣ掛金に充当した分、毎月の給与が減額になるため、社会保険料負担が軽減される。

ただし、厚生年金や厚生年金基金については、給与が減ることで平均標準報酬額が下が

り、将来受給する年金額が減少する場合がある。 

（３）税負担と社会保険料軽減の効果 

以上述べてきた税負担と社会保険料軽減によるメリットと、平均標準報酬額低下によ

るデメリットを総合し、ＤＣへの加入効果を検証してみたい。 

給与
給与

ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ

手当

ＤＣ掛金

10,000円

（全額）

Aコース

ＤＣ掛金

7,000円

給与

3,000円

Bコース

給与

5,000円

ＤＣ掛金

5,000円

Cコース

給与

7,000円

ＤＣ掛金

3,000円

Dコース

給与

10,000円

（全額）

Eコース

コース設定例

月10,000円の場合
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40 歳の男性が 60 歳までの 20 年間、月１万円（年間 12 万円）を、給与で受け取って

自分で運用する場合と、ＤＣの掛金に投入する場合を比較した（図表３）。扶養家族は

専業主婦の妻のみ、年収は 40 歳から 60 歳まで 600 万円で変わらないものとする。 

図表３の〔Ａ〕は、自分で運用する場合（①）もＤＣに加入する場合（②）も、運用

商品が年１％で運用できたケースである。 

①は年間 12 万円から税金や社会保険料が引かれた手取り約９万円が運用原資となる。

さらに運用益（このケースでは預金利息を想定）に 20％課税された結果、60 歳時の資

産額は約 196 万円と試算される。 

一方、②は年 12 万円全額がＤＣに投入され、年１％で運用されて 60 歳時には約 267

万円となる。ただし、平均標準報酬額が月１万円減少するため、将来の厚生年金の受給

額が減少する（実際の標準報酬額はランク制のため、給与が月１万円減少しても標準報

酬額が変わらない場合も、逆にもっと減少する場合もあるが、ここでは単純に１万円減

少することとした）。この試算では比較の都合上、①、②とも 60 歳時点での価値を計算

した。そのため、60 歳の男性の平均余命（約 23 年。83 歳）まで生きるものと仮定し、

厚生年金の減少額は、65 歳から 83 歳までの 18 年間の受給額の差を運用利回りで割り

引き、60 歳時点での価値に引きなおして用いている。 

さて、試算結果をみると、年平均１％で運用される〔Ａ〕ではＤＣに加入したほうが

約 50 万円多い。また、利回り０％すなわち運用益にかかる税金の有無が無関係な〔Ｂ〕

においても、ＤＣに加入したほうが約 36 万円上回るという結果だった。 

図表３ 厚生年金受給額減も踏まえたメリット試算――60 歳時資産額の比較 

【設定】 40 歳男性。扶養家族は妻のみ。年収 600 万円（60 歳まで増減なし） 

① 給与で受け取り、個人で運用 

税金と社会保険料を引いた手取り金額を 60 歳まで運用。運用益には 20％課税 

② ＤＣに加入 

掛金月１万円で 60 歳まで運用。厚生年金の減少分を考慮（※） 

 
（※）ＤＣに加入した場合は平均標準報酬が月１万円減少すると仮定。65 歳から 83 歳（60 歳時

の平均余命）まで 18 年間に受給する年金の総額について、ＤＣに加入した場合と加入しな

かった場合の差額を、60 歳時の現価に引きなおし（〔Ａ〕は年１％、〔Ｂ〕は年０％で計算）。 

約 180 万円

厚生年金

減少を加味 

約 216 万円 

約 24 万円 

DC 資産額 

約 240 万円

① 給与で受け取

り、個人で運用
② DC に加入 

〔Ｂ〕年平均０％で運用 
厚生年金減少分（※）厚生年金減少分（※）

約 196 万円 

厚生年金

減少を加味 

約 246 万円 

約 21 万円 

DC 資産額 

約 267 万円

① 給与で受け取

り、個人で運用 
② DC に加入 

〔Ａ〕年平均１％で運用 
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このように、掛金非課税の恩典によって、厚生年金の減少を考慮しても、ＤＣに加入

したほうが有利であることがわかる。さらに、運用利率が高いほど、運用益非課税によ

る差額は大きくなる。 

ここから、60 歳以降の資金準備が目的であれば、利回りを特に期待せず、元本確保

型の商品のみで運用するつもりであっても、ＤＣを選択することが合理的ということが

できる。 

（４）60 歳代前半の収入確保 

厚生年金の受給開始年齢引き上げによって、1953 年４月２日以降生まれの男性、1958

年４月２日以降生まれの女性には、60 歳代に公的年金の空白期間が生まれる。そして、

1961 年４月２日以降生まれの男性、1966 年４月２日以降生まれの女性は、繰り上げ支

給を受けないかぎり、65 歳になるまで厚生年金はまったく受け取れなくなる。60 歳代

前半の雇用条件は現在より改善されていくだろうが、それでも 60 歳以前と同等の勤労

収入はなかなか期待しづらい。そこで、厚生年金支給開始までの「つなぎ年金」として

のＤＣの重要性が高まっていく。 

では、実際にＤＣライフデザイン制度でどの程度の資金を確保することができるだろ

うか。掛金月額１万円（年 12 万円）を 20 歳、30 歳、40 歳からそれぞれ積み立てた場

合で試算してみた。 

「つなぎ年金」は受取り期間が５年と短いため、積立て期間と受取り期間の長さの違

いによって、仮に運用利回りがゼロであっても、毎年受け取る年金額を充実させる効果

が期待できる。この効果は、当然若い時期に積立てを開始した人ほど大きい。 

現在 30 歳の人を例にとってみよう。60 歳まで 30 年間積立てを行うことになり、図

表４のとおり、月１万円の掛金に対し、運用利回り０％のケースで受取り額は月６万円、

仮に年２％で運用できた場合は月 8.8 万円を受け取れる計算になる。毎月の掛金額を３

万円とすれば、利回り０％と想定しても年金額は月 18 万円となり、公的年金の代替と

して現実味のある金額となる。 

図表４ ＤＣライフデザイン制度を「つなぎ年金」として活用する場合の受取り額試算 

―― 掛金月額１万円（年額 12 万円）。60 歳から５年間で受取り（＊1） 

積立て 

開始年齢 

積立て 

期間 

受取り 

期間 

年間受取り額（カッコ内は１カ月あたり）（万円） 

運用利回り（＊2）

年 0％ 
年 1％ 年 2％ 年 3％ 

20 歳 40 年間  
96.0 

 ( 8.0) 

122.1 

 (10.2) 

156.9 

 (13.1) 

203.5 

 (17.0) 

30 歳 30 年間 5 年間 
72.0 

 ( 6.0) 

86.9 

 ( 7.2) 

105.3 

 ( 8.8) 

128.4 

 (10.7) 

40 歳 20 年間  
48.0 

 ( 4.0) 

55.0 

 ( 4.6) 

63.1 

 ( 5.3) 

72.5 

 ( 6.0) 

（＊1）掛金は年始に１年分一括払込み、年金は年末に１年分一括受取りとして計算。 

（＊2）運用利回りは、積立て期間と受取り期間を通じて変わらないと仮定。 
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ただし、公的年金のように物価スライドはないので、物価上昇率を運用利回りでカバ

ーすることが必要になる。そのため、ＤＣの掛金額を考える際には、物価上昇の殆どな

い現在の経済環境の下では、運用利回りゼロで受取り希望額に到達するようなプランを

立て、掛金額を設定することが妥当だといえよう。 

 

ライフデザイン手当をＤＣの掛金に投入する場合と給与で受け取る場合を、従業員側

からみて比較したものが図表５である。 

図表５ ＤＣ掛金と給与受取りの比較――従業員にとって 

 ＤＣ掛金 給与受取り 

ライフデザイン 

手当（ＤＣ掛金） 

の取扱い 

税金 非課税 給与所得として課税（＊） 

社会保険料 
算定の対象外 

※厚生年金の受給額減少の可能性
算定の対象 

運用益に対する税金 非課税 
利子所得、配当所得、 

譲渡所得として課税 

実際の受取り 

受取り時期 

60 歳～70歳の間に受取り開始 

（年金または一時金） 

※原則 60歳まで中途引き出し不可 

※60歳時の加入期間が 10年未満の

場合は受取り開始年齢繰り下げ 

毎月受取り 

税金 
年金：公的年金等控除を適用 

一時金：退職所得控除を適用 
（上記（＊）参照） 

 

３．企業にとってのメリット 

（１）福利厚生制度の充実 

企業にとってのメリットとしては、まず福利厚生制度の充実が挙げられる。そこには

２つのポイントがある。 

１つめは、従業員の 60 歳代前半の所得確保である。従業員にとってのメリットでも

触れたように、受給開始年齢が引き上げられる厚生年金に代わって、60 歳代前半の「つ

なぎ年金」としてＤＣライフデザイン制度を活用することができる。 

２つめは、追加コストをかけずに、福利厚生制度の充実を図ることができる点である。

経営環境が厳しい中、多くの企業にとって法定外福利費の予算を拡大することは現実的

ではないだろう。この点については次項で詳しく述べることにする。 
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（２）コストの節減 

月例給与から切り分けてＤＣの掛金に充当した額は、社会保険料の算定対象外である。

したがって、厚生年金保険料、健康保険料、介護保険料、雇用保険料等の節減が図れる。

従来の退職金からＤＣに移行するケースではこうしたメリットは発生しないので、ＤＣ

ライフデザイン制度ならではの特長といえる。 

一方で、ＤＣの運営管理機関や資産管理機関に支払う制度運営費が発生する。制度運

営費は一般的に、規約単位にかかる定額部分と、加入者数や年金資産額に応じた比例部

分から構成される。したがって、加入率や１人あたりの平均掛金額が極端に低い場合に

は、制度運営費が社会保険料の節減分を上回り、結果としてコストが増えることもあり

得る。しかし、一定以上の加入率と平均掛金額が確保されれば、コストダウンが可能で

ある。 

このように、コストを実質的に節減しながら新しい福利厚生制度を設けられる点は、

企業にとって大きな魅力といえる。 

図表６は記載の前提条件にもとづいて社会保険料の節減分とＤＣの手数料を比較し

たものである。この試算は制度導入当初のものなので、年金資産額が少ない（したがっ

て資産管理機関手数料は最低保証額の 120,000 円）が、将来的に年金資産が蓄積されて

資産管理機関手数料が増えても、相当のコスト削減効果が期待できる。 

 

図表６ ＤＣライフデザイン制度による年間のコスト削減効果試算 

【前提条件】 

従業員数： 500 名（うち 40 歳未満 250 名、40 歳以上 250 名） 

社会保険料率（事業主負担分）： 40 歳未満 14.041％、40 歳以上 14.816％ 

制度運営費（一例） 

運営管理機関手数料： 96,000 円＋ＤＣ加入者数×3,240 円 

資産管理機関手数料： 年金資産額×0.1％（最低年間 120,000 円） 

＜ＤＣ掛金が月 10,000 円（一律）のケース＞ 
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＜ＤＣ掛金が月 20,000 円（一律）のケース＞ 

 

以上から、企業が十分なコスト節減メリットを享受するためには、２つの留意点があ

ることがわかる。 

まず第１はＤＣの選択率を高めることである。ＤＣは一旦加入すると脱退が認められ

ないため、従業員がＤＣを選択することに慎重になる可能性がある。老後資金準備の必

要性とＤＣのメリットを従業員に十分理解させるとともに、ＤＣライフデザイン制度そ

のものをより魅力的に見せることが重要である。 

留意点の２つめは、加入者の掛金額の平均が低くなりすぎないようにすることである。

ＤＣ加入後に手取り額の不足を感じる従業員が発生することに備えて、ＤＣ掛金の選択

肢に月 1,000 円（残りは給与受取り）といったコースを設定するケースがある。ＤＣ掛

金をゼロにはできないが、このコースを選べば、全額を給与として受け取る場合と殆ど

差がないからである。しかし、加入者の多くがこのコースに集中してしまうと、社会保

険料の節減効果が十分に得られないおそれがある。 

Ⅳ ＤＣライフデザイン制度の導入メリットのある企業 

前章で挙げたＤＣライフデザイン制度の特徴を踏まえると、導入にメリットがあると

考えられる企業のタイプがいくつか浮かび上がってくる。 

１．前払退職金制度を実施中の企業 

まず挙げられるのは、前払退職金制度を実施している企業である。その多くは、適格

退職年金を解約、あるいは厚生年金基金を解散して、前払いに移行した企業である。 

前払退職金制度の企業で働く従業員にとって、厚生年金以外の老後資金は自助努力で

準備するしかない。企業としては、勿論それを承知でこの制度を選択したのだろうが、

何年か制度を運営するなかで、従業員の老後資金作りを企業として多少は後押ししてあ
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げたいという潜在ニーズが生まれていることは、想像に難くない。 

前払退職金を月例給で支給している企業では、基本給とは切り分けられている前払退

職金に該当する支給項目が現に存在しているので、これをＤＣライフデザイン制度に置

き換えればよい。 

この支給項目は、従業員がどれだけそう認識しているかは別として、“退職金の前払

い”という位置づけであるから、それをＤＣの掛金に充当することは趣旨に適っている。

特に現在、毎月受け取った前払退職金を、その趣旨どおり退職後のために個人的に積み

立てている従業員にとっては、税制メリットのあるＤＣが選択肢に加わることは大歓迎

のはずである。 

２．中途入社の個人型ＤＣ加入者が多い企業 

わが国にＤＣ制度が導入されてから 10 年が過ぎ、労働者の流動化も進むなかで、企

業型ＤＣのある企業の従業員が転職し、企業型ＤＣのない企業に勤めているケースも増

えてきた。特に中途入社の多い企業は、こうして個人型ＤＣの加入者あるいは運用指図

者となっている従業員を多く抱えている。 

こうした従業員にとっては、超低金利の元本確保型商品、パフォーマンスが不安定な

リスク商品のいずれを選択しているにせよ、個人型ＤＣの手数料が相対的に重い負担と

なっているはずである。福利厚生制度として企業型ＤＣを用意すれば、手数料負担から

解放され、従業員満足度が向上するに違いない。 

図表７ 個人型確定拠出年金の加入者数の推移 

 
（出所）厚生労働省「確定拠出年金の施行状況」より作成 

３．退職給付債務の圧縮ニーズのある企業 

退職給付債務の圧縮を課題としている企業にもメリットがあるといえる。そもそも企

業経営側にとってＤＣ制度は、退職給付債務圧縮の最も有効な手段のひとつとして登場

したものだが、ＤＣライフデザイン制度ではやや変化球的にＤＣを活用することになる。 

適格退職年金からの移行や厚生年金基金の代行返上などを経て、確定給付企業年金

（ＤＢ）を採用している企業は多い。中には、旧制度からの移行に際して一度はＤＣ導

入を検討したものの、従業員の資産運用負荷などを考慮してＤＢに落ち着いた企業もあ
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るだろう。そうした中には、退職給付債務を軽減するために、現在のＤＢを将来的には

ＤＣに移行したいと考えている企業も少なくないに違いない。しかし、昨今の厳しい運

用環境では、ＤＣを導入する際の労使交渉のハードルは高そうだ。 

そこで、従業員にとってのメリットが説明しやすく、従業員側の納得が比較的得やす

いＤＣライフデザイン制度をまず導入し、ある程度時間をかけて従業員にＤＣのメリッ

トを理解してもらう方法が考えられる。そして、次のステップとして、退職金制度であ

るＤＢ部分をＤＣに移行するのである。この場合ＤＣは、退職金部分とＤＣライフデザイ

ン制度部分の２階建てとなる（図表８）。 

なお、ＤＢ部分を全てＤＣに移行するのであれば、ＤＣの掛金（退職金部分とＤＣライ

フデザイン制度部分の合計）を最大月 51,000 円まで設定できるが、ＤＢを一部残す場合

は、ＤＣ掛金は 25,500 円が上限になることに留意が必要である。 

図表８ ＤＣライフデザイン制度を先行導入するイメージ 

 

４．ＤＣのマッチング拠出に関心のあるＤＣ未採用企業 

確定拠出年金法の改正により、今年から企業型ＤＣに従業員拠出（マッチング拠出）

が認められることとなった。マッチング拠出制度では、従業員が払い込む掛金は全額所

得控除され、運用益も勿論非課税である。老後資金準備をしようとする従業員に税制メ

リットのある手段を提供するという点で、マッチング拠出はＤＣライフデザイン制度と

同じような効果を持つ制度といえる。 

したがって、ＤＢからＤＣに移行するケース、あるいは現行制度の外枠でＤＣを新規導

入するケースでは、ＤＣにマッチング拠出を設けることで従業員福利が充実するものと

考える。一方、事業主掛金の財源を新たに捻出することが難しい場合や、ＤＢからＤＣ

に移行するための労使協議が困難な場合は、まずＤＣライフデザイン制度を導入するこ

とが合理的であろう。 

なお、図表９のとおり、マッチング拠出を設けるＤＣプランでは、掛金限度額（他に

企業年金がない場合は月 51,000 円、ある場合は月 25,500 円）を事業主掛金と従業員掛

金の合計額で管理しなければならない。さらに従業員掛金は事業主掛金と同額以下でな

くてはならないという条件もある。事業主掛金が給与比例である場合などは、昇給など
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による事業主掛金の変動と、従業員の希望による従業員掛金の変更があり、掛金限度額

管理が煩雑で企業の事務負荷が大きいという問題が指摘されている。 

その点、ＤＣライフデザイン制度であれば、選択できる掛金額は限度額の範囲内で予

め設定されているので、限度額管理の必要はない（退職金制度のＤＣとＤＣライフデザ

イン制度の２階建ての場合は、合計額での限度額管理が必要）。 

図表９ マッチング拠出の掛金限度額 

 

Ⅴ ＤＣに対する従業員の漠然とした不安を取り除くために 

以上のように、ＤＣライフデザイン制度は、従業員・企業双方にとってメリットに富

んだ制度といえる。しかし、多くの従業員がＤＣを選択しなければ、メリットが活かさ

れることはない。ＤＣに対する従業員の漠然とした不安を予め取り除き、冷静に正しく

選択判断ができる環境を整えておくことが肝要である。 

そこで最後に、従業員にとってのデメリットとしてしばしば挙げられる２点について、

「ＤＣライフデザイン制度ではどうなのか」という観点で確認しておきたい。なお、こ

れまで述べた内容と一部重複する。 

１．運用リスクに対する考え方 

退職一時金や適格退職年金などからの移行先としてのＤＣ制度は、旧制度での退職金

水準を意識して設計されることが多い。「旧制度での定年のモデル退職金は○万円。し

たがってＤＣの資産額も 60 歳時に同額の○万円になるように」と前提を置き、そこか

ら逆算して掛金を決めるわけだが、その際に「年平均△％の利回りで運用できる」と想

定する（これを「想定利回り」と呼ぶ）。掛金は想定利回りで割り引いて設定されるの

で、従業員にとっては、自分の選んだ商品の運用成績が想定利回りに達しないと、旧制

度なら手にできたはずの退職金額を受け取れない。 

企業年金連合会が 2010 年に行った調査（注）によると、想定利回りの平均は 2.16％。

2.0％ないし 2.5％で全体の７割を占めている。定期預金や生保会社の年金など元本確保

型の商品だけで年２％以上の利回りを実現することは現状では困難で、リスク性商品を

事業主掛金

①

従業員掛金

②
法令で定める

拠出限度額
・他に企業年金無

51,000円

・他に企業年金有

25,500円

（①≧②）

【他に企業年金がない場合の例】 

事業主掛金 従業員掛金 

51,000円 － 

40,000円 11,000円以内 

25,500円 25,500円以内 

20,000円 20,000円以内 

10,000円 10,000円以内 
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取り入れることが必要となる。 

ところが、「ＤＣライフデザイン制度」ではこの点がまったく異なる。 

比較すべき対象は“将来”の退職金額ではなく、“今”の給与である。想定利回りの

ような目標とすべき利回りは存在せず、あくまでも給与で受け取る場合との損得で判断

すればよい。掛金・運用益非課税などのメリットにより、Ⅲ章２.で検証したとおり、

手取り給与をもとに個人で同類の商品で運用する場合と比較すれば、ＤＣのほうが条件

は有利である。特段高いリターンを望まず、元本確保型商品のみで積み立てることを望

む人にとっても、ＤＣの選択に利がある。 

さらに、同じマザーファンドで運用する投資信託（したがって運用成績は同じ）であ

っても、個人向け商品では購入時の手数料があるものが多いが、ＤＣ用の商品では殆ど

ないとか、資産にかかる手数料（信託報酬）もＤＣ用商品のほうが安い場合があるなど、

ＤＣでの運用が相対的に有利となるケースが多い。 

強いてＤＣのデメリットを挙げるとすれば、予め設定された金融商品に選択肢が限ら

れる点であるが、設定商品によほどの偏りがないかぎり、メリットを打ち消すほどのも

のとはいえないだろう。 

（注）企業年金連合会「第３回 確定拠出年金制度に関する実態調査」（2010 年 12 月） 

２．途中引き出し不可に対する考え方 

ＤＣの積立金を 60 歳以前に引き出せない点は、従業員にしっかり理解してもらわな

ければならない。特に、ＤＣライフデザイン制度では、以前は毎月の給与で受け取って

いたお金なのだから好きなときに引き出せるはず、といった誤解がないよう、十分留意

する必要があろう。 

ただし、60 歳以降のための積立てである趣旨を正しく理解したうえであれば、この

点は逆にメリットともなりうる。途中引き出しができないことは、裏返せば確実に積立

てができることだからである。 

また、現在個人で老後のために定期的に積立てを行っている人であれば、毎月の積立

て方法をＤＣライフデザイン制度に変更することで、税制優遇を活用した効率的な積立

てが可能になるのである。 

 

ＤＣライフデザイン制度の良さが多くの企業と従業員に理解され、従業員福利の向上

に役立てられることを願ってやまない。 


